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Ⅰ は じ め に

本書はルソン島南部の 1稲作農村の農家経

済調査結果をまとめたものである｡ 同調査は

国際稲作研究所における速水氏の Anatomy

ofaPeasantEconomy と題する研究計画に

おいて,1975年 6月 1日か ら1976年 5月31日

の期間, ラグナ県のツブアン村に対 して行わ

れた｡1974年11月に村の全戸に対する基礎調

査を行い,それに基づいて11戸の毎 日記帳を

行なって くれる協力世帯を,記帳能力 と調査
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-の協力意志 とで判断して有意抽出した｡ こ

れ ら11戸の協力世帯が毎 日記帳 した ｢所得 と

家計支出の毎 日g-己録｣と ｢作業の毎 日吉己録｣

を週 2回のチェックの下にデータとして,各

世帯内と村落内との,諸活動に伴 う財 とサ-

ビスの流れが,本書に提示 されている｡ それ

は世帯の規模別および村全体 として,そして

月別および年合計 として行われている｡他の

アプローチとして11戸の協力世帯の詳細な資

産調査が,記帳調査期間の初めと終 りおよび

毎月行われ,記帳調査結果から計算される投

資 ･貯蓄データと照合することにより,本調

査結果の信悪性が検討された｡

以上の調査方法の記 述 か ら明 らかなよう

に,本調査に対 して,11戸の協力世帯,本書

の著者速水氏 と4人の調査協力者,その他の

協力者の非常に多量の協力がインプ ットとし

て投入 され, この調査結果が本書 という形で
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アウ トプ ットされているのである｡本書では,

各世帯内および村落内における消費 ･投資 ･

貯蓄および生産が,財 ･サービスの流れおよ

び資産額の変化を通 して,複雑ではあるがニ

ー トに整理された形で提示されている｡

本書の構成は 7章 と参考文献,および補遺

として調査票例と個別協力世帯別集計表か ら

なる｡まず各章oj内容について検討 してみよ

う ｡

ⅠⅠ 章別の内容とコメント

第 1章 ApproachtoPeasantEconomyで

は本書の課題 と方法 とを記述 している｡村の

世帯内と 1村内における諸経済活動問の複雑

な相互依存関係を分析するためには,農家に

おける生産活動 と消費活動 との不可分性のた

め,世帯内と 1村内とにおける生産,消費,

投資,および取引に関するデータを同時に集

めることが必須である｡ また, このようなデ

ータは効果的な農村開発や国家開発政策の策

定の重要な基礎になる｡ しか し, この種のデ

ータはほとんど存在 しないので, これを収集

することが本書の課題 として設定された｡

本書の課題はこのように 1村落に関する組

織的データ収集であるが,第 7章では条件つ

きなが ら農村開発に関する本調査の政策的イ

ンプ リケーションが明確に述べ られている｡

しか し後述するように, この政策提案を行 う

には十分な情報が集められていないのではな

いかと評者は考える｡

方法に関しては,まず上述の 2種の日次別

調査票 と資産調査 とを基礎に,下記の七つの

勘定が整理 された｡

1. 米生産勘定

2. 米以外の農業生産勘定

3. 農産物以外の生産勘定

4. 所得 ･支出勘定

5. 固定資本生産勘定

6. 資金調達勘定

7. 取引勘定

次に11戸の協力世帯に関するこれ ら個別勘定

は,村内の取引を差 し引い たあと村全体にふ

くらまされ,村の社会 勘定 が推定 されてい

る｡

方法論のうち勘定体系 は複 式簿記 原理に

従 っており,学生時代に京大式 (大槻式) 負

計式農業簿記による奈良県の農家の農家経済

分析の実習を行なった評者か らみると,京大

式の勘定体系 とかな り異なっている｡しか し,

両体系とも経常取引と資本勘定 とを分け農家

の生産,消費,投資を 同時 に と らえ ようと

し, 自記式であり,非市場的現物経済を把握

しようとしている点など基本的類似性を持 っ

ている｡ 本書の勘定体系-のデータを集める

段階では{低開発諸国の農村の現状を考える

とき方法論上二つの重要な問題が存在する｡

上記の京大式簿記の場合, 日本の農家戸主の

比較的高い教育水準 と計数能力の前提の下 に

各戸主が毎 日の現金および現物取引を帳簿に

自記 し,それを自分で,時 には大 学 の専 門

衣,学生の援助の下,分類集計 し経営分析 ･

改善に利用する｡ しか し低開発国の農村では

上の前提は成立せず,戸主が自分で分類集計

しその結果を経営改善に利用することは不可

能である｡ゆえに上述の ｢毎 日記録｣のみを

協力世帯に記入 して もらい過 2回調査員が検

討するという方法が取 られたのであろう｡ し

か し第 1に, ここに重大なサンプル ･バイア

スが入る可能性が存在する｡ すなわち読み書

き計算ができ,調査に協力できる時間的 ･精

神的余裕 と協力の意志の強い農家が選ばれる

可能性が高いのである｡ 東南アジアの農民の

教育水準は非常に低 く,農村労働者のような

より貧 しい階層ほど生存のために忙 しく働か

なければな らない｡ゆえに上述のように記帳

能力 と協力意志により有意抽出された11戸の

協力世帯は,教育水準が高 く調査に協力でき
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る余裕のある,より有能な農家の方-バイア

スしている可能性が高い｡11戸のうち4戸は

土地なし労働者であるが,そのうち 2戸が調

査期間中に土地を又小作できるようになって

いるが, これは偶然であろうか｡評者はラン

ダム ･サ ンプ リングに基づ く,週何回かのイ

ンタヴュー調査 という方法 も可能だったので

はない かと考える｡

第 2に, この日戸のデータを村全体に引き

伸ば して第 6章で村社会経済計算を行なって

いるが, このサンプル ･バイアスの可能性は

ここにも必然的に入 り込んで くる｡

このサンプル ･バイアスとそれが引き起こ

す問題を除けば,勘定体系は斉合的に構成さ

れ,データの収集 ･分析の過程で多数回の検

査, クロス ･チェックや慎重な評価などによ

り正確性を維持する十分な努力がなされ,高

度に訓練 された調査員たちと農家との長期に

わたる忍耐強い協力が行われ,調査全体 とし

て も周到にデザインされているなどの点が高

く評価できる｡

第 2章では調査村の概要が簡潔に述べ られ

ている｡ 村はツブアン(Tubuan)と呼ばれ,

南ルソン, ラグナ県内の, フィリピン最大の

湖 Laguna deBay の南 岸のよ く濯 漉 され

た低 地 にあ り, ｢フィリピンで米 生 産性 が

最大の地域｣(p.9)に立 地 す る｡ 稲 作村で

あ り,近 くに IRRIがあることもあって, 2

期作による高技術の稲作が行われている｡ 通

勤兼業機会はほとんど存在 しない｡ フィリピ

ンの他の藩政稲作地帯 と同株 にこの村で も不

在地主制が一般的であり,村民は1974年に村

内の水田の 2%を所有するにすぎず,村は4

戸の自小作,50戸の小作,41戸の農業労働者

の合計 95戸か らな り,54戸の農家の平均水田

経営規模は2.1haである｡ この村は19世紀末

に開かれた新 しい村であり,1958年に国営藩

政施設が村まで延長され米の 2期作が可能に

なるという大きな変化が起 こった｡その後60

年代後半か らいわゆるHYV が全農家-導入

され,- ンド･トラクターを中心とする稲作

の機械化やその他新技術が急速に普及 した｡

しか し稲の反収は1966年か ら74年にかけて20

%ほどしか上昇 しなか った｡著者はこれを

｢顕著な上昇｣(p.19) としているが,20%は

東南アジアでの気象による収量変動で, しば

しば発生する変動である｡1974年のもみの平

均収量は雨 ･乾季別に3.0と3.8ton/haであ

った ｡

小作制度は,伝統的なカサマと呼ばれる生

産費の分担を伴った分益制か ら,1968年ごろ

よりの土地改革により多 くの農家が定額小作

制に転換 した｡ そして転換者は転換直前 3年

間の平均収量の25%に相当する低い小作料で

済むようになった｡ しかし1974年にはまだか

な りの小規模農家が地主 との親類 ･友人関係

などのため分益小作農に留まった｡ この農地

改革のため地代の上昇が押えられ,米の 2耕

作の導入によりこの村の世帯の所得はかな り

上昇 したと著者は考えている｡ この所得の増

大は, この村-の純人口流入を促進 し, 自然

増 とともに人口圧力を高め,1966年か ら74年

にかけ農業労働者世帯が 2倍強になった｡

著者は, この村を選んだ理由を ｢フィリピ

ンの港概水田地帯の典型村｣(p.4,p.13) と

している｡ しかし上述 した著者 自身の記述や

第2.1,2.11表の乾季反収の比較で明 らかな

ように, この村はフィリピン国内で,新技術

が入る以前か ら稲反収の特に高い地域に属 し

ていることが分かる｡ さらに,フィリピンで

は60年代に潅漑面積が急増 しているが,多分

この村ではその先駆けとして58年に濯宕既施設

が完成 して 2期作が可能 となり,60年代後半

には HYV とともに新技術が普及 し,世帯所

得が増加 し,人口のこの村への純流入が増加

したという意味で,評者はこの村はフィリピ

ンの港預託稲作村のうちで経済的にも技術的に

もかな り上位 に属 す るので はない かと考え
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る｡ 評者は同村を訪問したことがあるが,村

内のかなりの小路がコンクリー ト舗装されて

いるのに驚いたことを記憶 している｡ また経

済的に発展しているため,上述の農業労働者

世帯の急増や世帯間の所得格差の拡大のよう

な階層分化もかな り進んでい るようである

[Takemura1979]｡1)

第 3章ではこのような性質のツブアン村に

対 し,上述の事前の基礎調査 と ｢作業の毎 日

記録｣を基礎に11戸の協力世帯の家族労働,

雇用労働,および交換労働の米生産およびそ

の他の経済活動-の投入を月別,作業別,お

よび農業経営規模別に詳細に検討 している｡

明らかにされた点は稲作に関して(1)収穫 ･調

製と除草がもっとも人手を食い,(2)雨季の方

(102日/ha)が乾季より (71日/ha)も特に収

穫,除草のために手間がかかる,(3)家族労働

投入には年に四つのピークがある,(4)上述の

カサマ制,制度の固定性,および農業労働者

の雇用の社会的要請のため総労働投入におけ

る雇用労働への依存度が50%と非常に高 く,

雇用労働費の総労働費 に占め る比重は小農

(2ha以下)の方が大農より重い,(5)この村や

ラグナ,中央ルソンにおいて,収穫作業は,

伝統的フヌサン制 (村人は誰でも参加でき収

穫の1/6の報酬を得る)か らガマ制 (除草労働

を無償で行なったものだけが収穫労働に参加

でき上述の1/6の報酬を得 る契約関係)にかわ

ったが,その要因は(a)新技術の導入による収

量増に基づ く1/6の収穫者シェアと収穫労働

生産性 とのギャップをガマ労働者に無償の除

草労働をさせることによって埋める,(b)伝統

的フヌサン制を雇用労働者に完全に置きかえ

ることによる強い社会的摩擦の回避,および

(C)ガマによって労働が必要なときに確保でき

ることである, (6)小農ほどガマにより多 く依

1)評者も訪問 したカラオカン村では HYV の3

期作が行われていたが,そこでの農家と農業
労働者の比は74戸対14戸であった｡
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存する｡ 所得に関係 した全労働配分に関して

は(7)48%が自己雇用でそのうち32ポイントが

稲作に使われ,48%が被用労働,残 りの4%

が労働交換に使われている,(8)ひとり1年当

たり160日しか労働機会がな く非常な低雇用

状態だが,これは(a)村内の大部分の雇用が強

い季節性を持 った主要作物である米から発生

し,(b俳農 業雇用はネダ リジブルであり,(C)

農閑期に労働を濯排水施設などの資本形成に

使 う努力の欠如のためであるとしている｡

評者のコメン トは,まず(5)と(6)について,

第 1に(5)の理由として(b)が述べ られ て い る

が, もしそうなら,村内の政治 ･経済的 リー

ダーである大農が雇用労働よりもガマを採用

して摩擦を和 らげるように行動するのではな

いかと考えられるが, (6)にあるように事実は

逆になっており,(b)の理由があまり説得的で

ない｡第 2に,(5)の(a)は結局,フヌサン制の

下での新技術の導入が収穫労働者にもたらす

たなぼた利益を,小作農がガマという社会的

摩擦の少ない制度で収穫労働者に無償除草労

働をさせることにより実質利益に転換するこ

とを意味し,これはまた小作農の農業労働者

に対する支配力の強さを表 していると評者は

考える｡ このような社会的要因も考慮 した収

穫制度変化の経済分析は非常に興味深い｡ し

かしもう少 し生産経済学的なつめが欲 しかっ

た｡第 3に, (8)の低雇 用 の理 由の(C)である

が,これは評者は理由にはなり得ないと考え

る｡ この点は第 7章の一つの政策提案とも関

わっているのであるが,評者はもし農閑期の

農民の資本形成の努力の利益が彼 らに必ず戻

って くるのなら農民はその努力を行うと考え

る｡ 戻ってこな くする,上述の支配関係のよ

うな政治的,社会的条件があるのである｡ルソ

ン平原北西端のカラオカン村では,小河川に

Tangalという小さな多数の分水堰を毎年村

人の小グループの共同作業で建設 し,水路 も

補修 して稲の 3期作を行なっているが,これ
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は彼 らの努力に対する報酬が彼 らに戻 って く

る場合に当たるのであろうと考える [ibid.]｡

第 4- 6葦は ｢完全に組上げ られた会計シ

ステムによる複雑な小農経済の記述であるの

で,技術的細部に関心がない人はスキ ップ し

て もよい｡｣(p.6) と書かれているように,

たしかに複雑である｡ 以下では紙数の関係 も

あり, これ ら各章の簡単な説明とコメン トを

述べるに止めたい｡ 第 4章では11戸の協力世

帯の上述の 7勘定 に基 づ く所得,消費,貯

蓄,投資,村外-の支出などの所得の流れを

記述 している｡ 市場を通 らない財の評価の方

法について検討 したのち,第 1に稲作か らの

生産 と所得を整理 している. ここでは米の現

物での地代 ･賃金支払い, 自家消費などが行

われることが多 く,また大農と小農問の地代

支払い額が $163/ha と $483/ha,と非常に

大幅に異なるこ とを 指摘 して いる｡ 上述 し

た,小農ほどより多 く分益制下 にあることが

格差の理由とされている｡ 評者はこの格差は

小農の村内における政治的地位の低さを示 し

ていると考える｡ 第 2に経常生産か らの所得

について,米の圧倒的重要性を述べ,第 3に

世帯の所得 ･支出構造について,ひとり当た

り所得は年間 197ドルで大農と農業労働者の

問には253ドルと135ドルという格差があり,

農外所得は総所得の28%であり,支出に関 し

てはひとり当たり可処分所得176ドルで,うち

21%が貯蓄 され,エンゲル係数は65% と非常

に高 くなっている｡第 4に資本形成について

著者は,大農と農業労働者 との問の 7倍以上

の格差を指摘 し,特に固定資本形成に関する

家族労働の貢献が 9% と非常に低いことを,

前述の農閑期における家族労働の農業固定資

本形成-の利用の少なさと対応 し, この村の

発展の重大な阻害要因とする｡ 評者はこの点

に関しては第 7章の政策的提案とも関係する

のだが,上述 したようになぜ農閑期に家族労

働が農業資本形成に使われないかに関する政

治 ･社会 ･経済学的調査が必要であると考え

る｡ 第 5に著者は世帯の村内 ･外の諸取引を

取 り上げ,総受け取 りの73%が村外か ら得 ら

れ,生産要素の65%,消費財の93%が村外か

ら購入されていることを示 した｡ 第 6に現金

バ ランスが資産調査 と毎 E]調査か ら,米バ ラ

ンスが生産調査 と現物フローか ら計算 され,

その差の小ささか ら取引データの正確 さを証

明した｡

第 5章では期首 と期末の資産調査により世

帯の資産状態を示 している｡ この村はほとん

ど全農家が小作農であり,小作権が市場価格

を持つので,その価格を土地価格の35% (定

額小作) と25% (分益小作) と評価すると,

小作権が協力世帯の全資産の 6割近 くと圧倒

的地位を占める｡ ゆえにこの小作権の評イ酎ま

非常に重要であるが, この評価 と,上述の分

益小作地の地代が定額小作地の地代の約 3倍

であることとがどのような関係にあるのかを

本書中で示 して欲 しかった｡この評価の下で

大農世帯の総資産額は小農の 4倍,農業労働

者の25倍 と非常に大きい格差を持 っている｡

小作権を除けば小農は農業固定資本をほとん

ど所有 しておらず,大農の トラクターによる

賃掛 と農業労働者のガマ労働に依存 して経営

を行なっている｡月平均の純金融資産(正の金

融資産-負債)は負で大農は小農の 6倍,農業l

労働者の16倍 となっており,大農ほど機関借

り入れと現物借 り入れが多いことが明 らかに

された｡2) この階層別純金融資産 と上の階層

別総資産 とを比べると,最下層の農業労働者

の相対的多額借 り入れが明 らかになると評者

は考える｡ かつ彼 らは高金利の privateloan

のみに依存 しているのである｡

第 6章では村を単位 とした社会勘定が,協

力世帯の勘定か ら相互の取引と債権を差 し引

2)大農ほど,より多くの割合の政府の低利融資
を確保する傾向が,評者のタイ国中央平原の

2村の調査でも明らかになった[Tsujii1978]｡
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いたのち,階層別にふ くらませて推計 されて

いる｡その中には港況設備,学校,-ルス ･

センターなどの公共施設 と,それに対する公

共補助金,および家賃の近似推計 が 含 ま れ

る｡評者は,村内の世帯間の複雑な経済的相

互依存関係を分析するという本書の課題か ら

は本章はサイ ドラインであると考える｡ しか

し村を 1単位 としての整理はそれな りに興味

深い｡内容は経常生産,所得 と支出,資本形

成,村際取引,村資産 とこれまでの個別世帯

に関する記述の順序 と同 じである｡ 明 らかに

なったことは,米の付加価値 9.3万 ドルの約

30%が地代 として村外へ流出し,村民所得 は

約13万 ドルで村民ひとり当た り230ドル,粗

投資は1.6万 ドル, うち固定資本形成は5,300

ドル (23%は農用)で,その費用の79%は村

外 に支払われ,村際取引では 7,600ドル (全

受 け取 りの 6%)の黒字で,村の全資産が 1

年間に281,500ドルか ら2,800ドル増加 した｡

この黒字ない し資産増は負債の38,900ドルか

ら31,000ドル-の減少の一部に当て られた｡

本章の方法は, 1地域内の経済主体の調査

と地域のマクロデータとを基艇にして地域の

経済循環を明 らかにしようとする,地域会計

のアプローチである [阿部 1979]｡こ の 方

法の日本村落への応用はかな り存在するよう

である｡3)

この村内の濯耽水田 172haのうち 61haは

他村の人により入 り作されており,その水田

か らの生産は本村の生産,所得 としては算入

されていない｡ しか し本書では本村の人の出

作については全 く触れ られず計算 されて もい

ない｡ 上の入 り作の例 もあるので,出作が全

くないとは考え られない｡ もしある場合,村

の社会会計諸数値が過小推計 されているので

はないかと評者は考える｡

最後の 7章では,村の所得の分配や処分な

どの経済構造 とその問題点を概括 したあと農

3)例えば,柿;君塚 [1966],鈴木 [1966]｡
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村開発のための政策的インプ リケーシ ョンを

示 している｡60年代か らの村の変化は土地改

革,稲作新技術の普及,人口の急増によって

規定 されて きた｡ 土地改革は農村 と不在地主

との問の格差を縮めたと考え られ るが,村内

では大農がその利益をほぼ独 占したか ら,大

農 と小農および農業労働者 との不平等は拡大

した｡ 2期作化など新技術の普及は労働投入

をかな り増大 させた｡ しか し人 口急増は開拓

可能地の不在の ゆ え に農 家 の平均規模を低

め,又小作権 さえも持たない農業労働者世帯

数を急増 させた｡現在は彼 らの生活はまあま

あのレベルであるが,近い将来 には激 しい村

内階層間摩擦が発生する可能性がある｡ 著者

はここで,都市での雇用機会発見が困難であ

るという条件の下で,大小作農 と農業労働者

との間の土地再分配以外の, この摩擦を回避

する政策 として,村内での雇用 と所得 の拡大

を提案する｡具体的には第 1に米生産技術を

生産物中の労働のシェアを増大 させる方向の

発展への持続的努力,第 2にあひるや養豚の

ような土地 に依存 しない農業生産の奨励,罪

3に野菜や家内工業品などの消費財をできる

だけ村内で生産 し,消費財の大幅な村外依存

を減少 させ,第 4に農閑期の遊休労働力を濯

排システムなどの農業資本形成 に動員するこ

とを挙げる｡最後に著者は,小農経済の理論

を発展させ農村開発計画を策定するための基

礎データを提供するため,本書の方法が長期

にわたって多 くの場所で応用 されることが望

ま しいと結んでいる｡

ⅠⅠⅠ む す び

本書は,周到にデザインされた研究計画の

下,綿密 に組み上げ られた勘定体系を使い,

各世帯 と 1村単位 における小農経済の構造の

データを多 くの優秀な調査協力員を 1年以上

投入することにより収集 し,それを図表写真
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をふんだんに使い非常に適確簡潔に示 してい

る｡ しかし評者の読後感は少 し物足 りないと

いうことである｡ たしかに小農経済の構造は

会計学的,生産経済学的には本書で十分にと

らえられている｡しかし小農経済をそのよう

にのみとらえることは,小農経済を規定する

多 くの重要な要因のうちの一部のみを取 り上

げることである｡ 小農の経済行動は経済的要

因のみならず 自然的,社会的,政治的要因に

も規定 される｡ 著者 が何 回も書いている,

｢本書のデータを農村開発計画策定の基礎と

する｣ということのためには,これ ら非経済的

要因の分析が必須である｡ 著者は本書で 1個

所だけ,収穫労働制度がフヌサンからガマへ

変化 した要因として,本書の方法によるので

はな く,短期のインタヴューによる調査に基

づき[菊池 1978],パ トロン･クライエント関

係と-ーベスターズ ･シェアのイナーシャを

非経済的要因として挙げ,生産経済学的要因

とともに,その変化を見事に説明している｡

このような多分野的説明が小農のその他の経

済行動に対 しても行われることが望ましい｡

例えば著者は政策的提案の中心として農閑期

の遊休労働力を動員 しての農業固定資本形成

を重視している｡しかし評者はこの提案の前

に,なぜ農閑期に村民による資本形成がなさ

れないかの分析が必要だと考える｡ 第 1に第

2章に述べられているように, この村の水田

は隣接する湖面と同じ高さでよく洪水が発生

する｡ このことから評者はこの村の水田の地

形条件が村レベルでの潅排事業ではどうにも

ならないのではないかと推測する｡ 地形の異

なった北ルソンの山際のスロープのあるカラ

オカン村では,谷川を利用した Tangalとい

う共同体 レベルでの小港概施設の建築 ･修理

が毎年農閑期に盛 ん に行 われ ているのであ

る｡ また第 2に,本文での評者のコメン トで

何回も指摘 しておいたように,大農と小農な

いし農業労働者との間の村内での経済力 ･政

治力の格差は非常に大きく,大農のその他の

階層に対する支配力は非常に強いと推測され

る｡ この場合小農や農業労働者が働いて農業

資本形成を して も,その利益の大部分を大農

が先取 して しまう可能性が非常に大きい｡ ま

た第 3に村民は病身で農閑期は休養が必要な

のかもしれないし,また第 4に農閑期には宗

教的,文化的活動が多いのかもしれない｡こ

のようにまずフィージブルな資本形成事業が

あるのか,次に農閑期の労働による資本形成

を抑制 している非経済的,経済的要因は何か

を明らかにせねばな らない｡ ｢労働が余って

いるか ら使うべきである｡｣ というのは ま ち

がいではないが評者には物足 りないし,政策

的提案としてほ不十分である｡ 評者は本書で

は政策提案は行わない方がよかったのではな

いか,行わな くて も本書の課題が十分に達成

されていると考える｡

本書では小農の経済行動の相互依存関係の

分析という目的を,有意抽出された11戸の協

力農家の毎 日記帳を基礎として達成 しようと

した｡有意抽出によるデータのバイアスの可

能性については先に触れた｡しかしさらに重

大な問題は,村内の相互依存 関係の頁の姿

が,具体的な親族関係や小作 ･農業労働者関

係を規定する社会 ･政治的要因を捨象 して,

調査に協力できる11世帯を階層別に選ぶとい

う方法で把握できるであろうかということで

ある｡ もし本調査の方法に社会学的,政治学

的側面が適切に加わっておれば評者の物足 り

なさもなかったであろう｡

調査村は著者 も述べているようにフィリピ

ン内で特に肥沃な稲作地帯にあり,技術水準

も商品経済化も比較 的高度 に進んでいるか

ら,著者がいうようにフィリピンの典型的潅

流稲作村落とはいいがたいと評者は考える｡

その意味で他の稲作村落 との比較研究が重要

であろうと考える｡ しかし著者が提案 してい

るように,本書の方法がそのまま他地域に長
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期に応用できるであろうか,またそうすべき

であろうか｡まず可能性については, この方

法が上質の研究資源の高度インテンシティー

での長期拘束という性質を持 ってお り,また

被調査世帯に毎 日記帳させるのであるから,

多地域で長期にこのような調査を行 うのは非

常に困難であろう｡ 次に本方法の他地域-の

応用の意味であるが,調査方法上のインテン

シティーなどのため有意抽出された小標本を

対象にせざるを得ず, したがって標本に関 し

て上述のサンプル ･バイアスや政治 ･社会的

要因の捨象という問題を含み,また調査用資

源のインプ ットが多い割にはアウ トプ ットが

会計学的 ･生産経済学的性質のものに偏って

いるので,農村開発のための有効な政策的イ

ンプ リケーションを引き出すという目的の達

成が困難であるという問題を持っている｡ こ

の目的は,著者 も本書で述べているように重

要であるか ら,評者は,本書に示 された調査

方法にこの目的 も達 成 で きるよう,社会学

的,政治学的側面が追加されたらよいのでは
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ないかと考える｡
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